
国税の概要

１　法人所得税

�　納税義務者

　タイ国における法人所得税の納税義務者は，

タイ国の法令若しくは外国の法令に基づいて

設立された法人又は登録パートナーシップで

あり，タイ国内で事業を営む者です。

　これについては大きく，①タイ国の法令に

よって設立された会社及び登録パートナー

シップ，②外国法人のタイ支店，③タイ国内

に代理人等を置いている外国法人に分けられ

ます。

　上記③の法人等について，歳入法（Ｒｅｖｅ－

ｎｕｅ　Ｃｏｄｅ）第７６条の２では，外国の法令に

より設立された会社が，タイ国内において事

業を行うために使用人，代理人又は仲介者を

置いてタイでの国内源泉所得が発生している

場合には，当該外国法人はタイ国内で事業を

営んでいるものとみなされ，当該使用人等は

申告及び納税の義務を負うとされています。

　これに関し，外国法人がタイ国内に駐在員
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タイ国税制の概要

　タイ国の租税は，一般的に国税と地方

税に分けられます。国税には，個人所得

税，法人所得税，付加価値税，特定事業

税，印紙税，物品税及び関税等がありま

す。また，地方税には，土地家屋税，地

方開発税，看板税等があります。

　なお，特定の産業の促進及び産業の地

方分散等を目的として，タイ投資委員会

（Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ：ＢＯＩ）が投

資奨励対象企業を定めており，当該企業

に対しては，投資奨励策として税制及び

税制以外の特典が付与されています。当

該ＢＯＩによる税制上の優遇措置につい

ては，「ＢＯＩによる優遇税制」で詳述

します。

Masumi.Sugawara
税経通信　11月号



事務所を設置した場合，駐在員事務所の活動

が本国法人のための情報収集，市場調査等に

限定される場合には恒久的施設とはみなされ

ず，法人所得税の課税は発生しないこととさ

れています。これは，当該駐在員事務所は

まったくのコストセンターであり，タイ国内

で発生した全ての費用は海外の本国法人のた

めに発生したとみなされるからです。しかし，

恒久的施設とみなされないにもかかわらず，

当該駐在員事務所にかかる年度の財務諸表監

査及び年度の法人所得税申告書の提出が，商

務省及び歳入局により要求されています。

　なお，駐在事務所により実施されている活

動からタイ国内源泉所得が発生していると考

えられる場合には，様々な租税リスク（法人

所得税，付加価値税，源泉徴収税，印紙税等）

を惹起することになり，歳入局に求められて

いる適正な金額で，法人所得税申告書を提出

し，納税する必要があります。

�　課税所得及び税額の計算

　上記�①の会社については，全世界所得が

課税対象となります。これに対して②及び③

の会社については，タイ国内源泉所得のみが

課税対象となります。課税所得は，益金から

損金を控除した後に，税額控除等の調整が行

われて算出されます。

　しかしながら，会計上と税務上とで取扱い

が異なる項目も存在します。税務上の益金に

含まれない代表的な項目としては，資産の評

価益が挙げられます。また一定の条件の下で

受領した受取配当金の益金不算入制度もあり

ます。しかしながら，これら以外の項目につ

いては，基本的には会計上の収益と税務上の

益金は一致します。

　一方で損金への算入要件は，主として歳入

法第６５条の２，第６５条の３及び勅令により定

められています。減価償却費について損金算

入限度額が定められている点，引当金繰入額

については基本的に損金算入が認められてい

ない点などは，日本の税制と同様です。

　なお，タイ国においても予定納税制度があ

ります。事業年度の開始から６か月を経過し

た日から２か月以内に中間申告書を提出し，

当該申告書に記載された税額を納付する必要

があります。また，税務上の繰越欠損金につ

いては，５年間の繰越控除が認められます。

さらに，タイ国においても外国税額控除制度

は存在するものの，直接税額控除制度のみで

あり，間接税額控除制度はありません。直接

税額控除制度の内容は，それぞれの国と締結

している租税条約に基づいて決定されます。

�　税　　　率

　法人所得税の税率は，全ての会社について，

原則として，３０％が適用されます（いくつか

の例外規定はあります）。なお，配当の支払

いに際し１０％の源泉所得税が課されるため，

この場合の実効税率は約３７％となります。ま

た上記�②及び③の代理人等についても，税

引後利益の（一部又は全部）を本国へ送金す

る場合には，当該送金に対して別途１０％の源

泉徴収税が課される点について留意が必要で

す。

�　事 業 年 度

　会社は，税務上の事業年度について，自由

に決算日を決めることができます。また，会

計期間については，設立時や決算期変更時，

清算時など特別な場合を除き１２か月でなけれ

ばなりません。なお，決算日の変更について

は，歳入局及び商務省に申請し，認可を受け

る必要があります。

�　申告期限等

　各事業年度の法人所得税に関する申告期限

は，決算日以後１５０日以内です。中間申告に

ついては，上記のとおり，事業年度開始後６

か月を経過した日から２か月以内です。

　また，無申告及び過少申告の場合には合理

的な理由がない限り，ペナルティーが課され

ます。

�　賦 課 方 式

　歳入法上特に明記はないものの，自己申告

納税制度を採用していると考えられます。こ

れは，追徴税額又は還付税額がない場合には
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課税通知書が発行されないためです。このこ

とは，追徴税額や還付税額がない場合でも課

税通知書が発行される国における取扱いとは

異なっています。

　なお，税務調査の結果，更正がある場合に

は更正通知書が発行され，更正決定に不服が

ある場合には，不服審査請求が認められてい

ます。

２　付加価値税

　付加価値税（通称ＶＡＴ）は，売上に関す

るＶＡＴから仕入に関するＶＡＴを差引き，

差額を納税します。仕入に関する税額が売上

に関する税額よりも多い場合には，還付請求

することも可能であり，また，以後の付加価

値税の納付に充当することもできます。

　税率については，歳入法第８０条本文では

１０％とされていますが，現在は勅令により

７％とされています。なお，ＶＡＴは輸出入

取引についても課税されることに留意が必要

です。また，金融業等，ＶＡＴ制度が適用さ

れない業種については，別途特定事業税が適

用されます。

３　関　　　税

　ほとんどの品目については従価税が課され

ますが，一部の品目については従量税が課さ

れます。従価税の課税標準は，ＣＩＦ価格で

す。タイ国の関税品目表は世界関税機構協定

に基づいていますが，詳細はタイ関税法令�

をご参照ください。

　タイ国における関税の特色としては，東南

アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）地域内からの

輸入に関しては一部の例外を除き，税率がほ

ぼ５％以下に引き下げられていることです。

また，日本からの輸入取引については基本的

には一般税率が適用されるものの，日本とタ

イ国との間の協定（ＪＴＥＰＡ），一般特恵

関税制度（ＧＳＰ），及びＢＯＩによる関税

の減免等により，関税が一部減免されること

があります。

４　個人所得税

　タイ国の税務上の居住者については全世界

所得が課税対象となりますが，非居住者につ

いては，原則として，タイ国内源泉所得のみ

が課税対象となります。なお，居住者及び非

居住者に区分については，同一課税年度中に

通算で１８０日以上タイ国に滞在するか否かに

より判断されます。

　個人所得税は，課税対象所得から歳入法に

規定された項目を控除して課税所得を算出し，

これに適用税率を乗じて算出されます。また，

算出された所得税額から税額控除を行ったう

えで，最終的な納税額（または還付額）が算

出されます。なお，日本と同様に源泉徴収制

度があるため，これにより既に納付した分に

ついては，個人所得税の申告書において控除

されます。

　税率については累進税率が適用されており，

その所得に応じて段階的に０％から３７％まで

の税率があります。課税年度については暦年

基準とされています。申告期限は毎年３月末

日までであり，前年度の所得に係る個人所得

税の申告書を必要事項とともに歳入局に提出

し，かつ，申告期限までに税額を納付する必

要があります。

５　その他，主要な国税

�　特定事業税

　特定事業税は，付加価値税になじまない取

引をカバーするために定められているもので

す。この特定事業税の納税義務者は，銀行業

などの金融関係業者や不動産販売業等です。

特定事業税では総収入が課税標準として用い

られ，これに税率を乗じることにより税額が

算出されます。税率は業種により異なり，主

として２．５％又は３．３％です。

�　印　紙　税

　印紙税は，タイ国内で締結された契約書及

び国外で締結され，後にタイ国に持ち込まれ

た文書につき，歳入法附則に定められている
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印紙税額表に基づいて課せられます。当該税

金の負担者及び消込者についても，当該印紙

税額表に定められています。

�　物　品　税

　物品税は，小型乗用車，石油，石油製品，

アルコール飲料，アルコール以外の飲料や煙

草等に課されます。物品税は従価税であり，

高率の特定税率により計算されます。

ＢＯＩによる優遇税制

１　概　　　要

　特定の産業や産業集積の促進及び産業の地

方分散，地方産業の振興，所得格差の解消を

目的として，タイ投資委員会（ＢＯＩ）が投

資奨励対象企業を定め，当該企業に対し投資

奨励策として税制及び税制以外の特典を付与

しています。このうち税制上の特典としては，

法人所得税の減免，機械・設備等の輸入関税

の減免，輸出製品用原材料の輸入関税の減免

があります。

２　対 象 企 業

　投資奨励申請のための資格及び業種に必要

な共通条件があり，これを満たした場合に業

種に応じて投資奨励の対象となります。主要

な共通条件及び投資奨励対象業種は，以下の

とおりです。

　これらの対象産業の詳細は，ＢＯＩから出

されているガイド�をご参照ください。また，

ガイドにおいて対象とされていない業種につ

いても，ＢＯＩに申請しタイ国の産業発展に

資するものと判断された場合には，追加され

る可能性があります。

３　ゾーン及び税制上の特典（一般原則）

　ＢＯＩの恩典の下では，まずタイ国全土を

３つのゾーンに分け，税制上の特典に差を設

けています。基本的には，開発が遅れている

地域ほど，税務上の特典が厚い優遇制度と

なっています。

　付与される税制上の特典はゾーンにより異

なりますが，以下のとおり，工業団地内か外

かによっても異なります。
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【主要な共通条件】

�　国籍は関係ない

�　当初の投資額が土地代と運転資金を

除き，１００万バーツ以上であること

�　操業当時の負債の額は，登録資本金

の３倍以内であること

�　登録資本金は操業開始までに１００％

払い込むこと

【対象産業】

１類：農業および農産物からの製造業

２類：鉱山，セラミックス，基本金属

３類：軽工業

４類：金属製品，機械，運輸機器

５類：電子，電気機械産業

６類：化学工業，紙およびプラスチック

７類：サービス，公共事業

【各ゾーンに属する主要な県】

主な県概要

バンコク，ノッタンブリ，サムットブラカーン，等バンコク首都圏６県第１ゾーン

カンチャナブリ，アユタヤ，チョンブリ，ラヨーン，プーケット

等

首都圏周辺１１県及び

プーケット

第２ゾーン

クラビー，コンケン，チェンライ，チェンマイ，ラムプーン等３６県第３ゾーン�

ガラシン，チャイヤプーム，ナコンパノム，ナラティワート等２２県第３ゾーン�



４　その他，特別な恩典

　上記の他，ＢＯＩはタイにとって重要な産

業を定め，特別重要業種としてさらに奨励し

ています。この特別重要業種に指定された場

合には，立地ゾーンに関係なく法人所得税が

８年間免税されるとともに，機械の輸入関税

が免除されます。また，タイ国の工業の一層

の技術革新，向上を目的として，ＳＴＩ産業

（Ｓｋｉｌｌ，Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　＆　Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ）を定

めています。当該業種に指定された場合，法

人所得税に係る優遇策として，ＢＯＩにより

定められた条件を，上記の一般原則に定めら

れた免税期間内に１項目達成する毎に，１年

間の追加免税措置が与えられます。ただし，

合計して８年を超えない範囲とされています。

また，一定の要件を充足した場合には，機械

輸入関税も免税となります。

そ　の　他

１　タイ国における新規投資の刺激策と

して，２０１０年６月２日に閣議決定され

た地域統括会社（ＲＯＨ）に対する追

加的な税務上の恩典について

　この追加的な恩典は，現存する若しくは新

規に設立されるＲＯＨに対するものです。タ

イ国の法律�における地域事業統括本部とは，

当該会社のタイ国内外の子会社若しくは関連

会社，支店等に対して，経営管理，技術及び

生産の支援等のサービスを行うために，タイ

国の法律に基づいて設立された会社です。当

該恩典を受けるためには，一定の条件が課さ

れています。なお，当該恩典の概要は以下の

とおりです。
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【ゾーンによる税制上の特典（一般原則）】

輸出製品用原材料
輸入関税

機械設備の輸入関税法人所得税
ゾーン

工業団地内工業団地外工業団地内工業団地外工業団地内工業団地外

左記と同様
１年間免税
（延長可能）

左記と同様
輸入関税１０％以上
のものについて，
５０％減税

３年間免税減免なし１

左記と同様
１年間免税
（延長可能）

左記と同様
輸入関税１０％以上
のものについて，
５０％減税

５年間免税＊３年間免税２

左記と同様
５年間免税
（延長可能）

左記と同様免税８年間免税＊８年間免税＊３－�

左記と同様
５年間免税
（延長可能）

左記と同様免税８年間免税＊８年間免税＊３－�

＊　条件により，上記以外の恩典を受けられる場合があります。

【主な恩典の内容】

�　タイ国外の子会社及び関連会社に対

するサービスの提供により生じるＲＯ

Ｈの適格所得については，法人所得税

が１５年間免税となります。

�　タイ国内の子会社及び関連会社に対

するサービスの提供により生じるＲＯ

Ｈの適格所得については，法人所得税

率が１５年間１０％となります。

�　一定の貸付金に関し受領した利子所

得及びタイ国内でＲＯＨにより開発さ

れた研究・開発用製品の使用により生

じるロイヤルティ所得については，法

人所得税率が１０％となります。

�　ＲＯＨが海外に所在する法人株主に

対して支払った一定の配当については，

源泉徴収税が免税となります。



２　移転価格税制

　タイ国においても定期的に移転価格に関す

る税務調査は実施されています。しかしなが

ら，タイ国においては納税者に対して，移転

価格税制に関する法律等が明文化されていま

せん。したがって，各企業においては移転価

格に係る文書等を準備しておくことが，日本

以上に重要となる場合があります。すなわち，

もし，移転価格の調査がありこれに係る文書

等がない場合，税務調査用のガイドライン及

びこれに従った調査官の判断のみにより，課

税される可能性があります。

ま　と　め

　現在のタイ国経済は，今春に話題となった

反政府デモによる政情不安の影響を受けたも

のの，２００９年後半以降引き続きＧＤＰのプラ

ス成長を維持しています。このような経済成

長の中で，タイは昨今，日系企業にとってア

セアン地域における統括拠点の候補地として

シンガポールと比較されるほどの重要性を有

するようになりました。また，中国に次ぐア

ジアの重要な製造拠点としても位置づけられ

ています。

　一方で，タイ当局の税務政策に目を向けて

みますと，約２年前の金融危機以降，税収増

を企図する当局の税務調査がより厳格化され

てきている傾向があり，特に日系企業にとっ

て避けては通れない移転価格や関税の問題は，

調査ターゲットとなっているようにも見受け

られます。

　タイに進出している日系企業の連結経営上，

タイの税制に関する正しい理解と適切な税務

意思決定は，今後ますます重要な要素になる

と思われます。

（注）
�　タイ関税当局のオフィシャルサイト　ｈｔｔｐ：

／／ｗｗｗ．ｃｕｓｔｏｍｓｃｌｉｎｉｃ．ｏｒｇ／　参照

�　タイＢＯＩのオフィシャルサイト　ｈｔｔｐ：／／ｗ

ｗｗ．ｂｏｉ．ｇｏ．ｔｈ／ｊａｐａｎｅｓｅ／　参照

�　Ｒｏｙａｌ　Ｄｅｃｒｅｅ　Ｎｏ．４０５
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